


出典：新潟県警察統計（令和6年：新潟県）

○新潟市における刑法犯認知件数＊1は令和4年以降増
加傾向となり、悪質な特殊詐欺被害の発生やこどもの周
りに潜む不審者事案の多発など、市民の誰もが安心・安
全に暮らせる状況には至っていません。



○特殊詐欺の手口は「オレオレ詐欺」や「架空料金請求詐
欺」など10類型に加え、新たな手口として、「SNS型投資・
ロマンス詐欺」の被害が増加するなど、その手口は年々悪
質かつ巧妙化しています。

○インターネットの普及やIT技術の進歩に伴い、サイバー
犯罪＊1の形態も多様化しています。

○年代を問わず幅広く被害防止啓発活動を推進していくこ
とが重要です。

出典：新潟県警察統計（令和6年：新潟県）

○新潟市における交通事故発生件数は年々減少傾向にあ
るものの、高齢者が関わる交通事故の全交通事故に占める
割合はほぼ横ばいに推移しています。







全国の1時間降水量50ｍｍ以上の
年間発生回数の経年変化（1976～2025）

○気候変動の影響などにより、各地で豪雨や台風といった
自然災害が激甚化・頻発化しています。能登半島地震など
過去の災害から得られた経験と教訓を踏まえ、災害対応を
不断に見直し、これまでにない規模の災害に備える必要が
あります。

○令和7（2025）年の新潟市の自主防災組織＊1の結成率は、
93.0%と全国平均（85.9%）を
上回っていますが、地域における防災訓練の参加者数は伸び
悩んでいることから、更なる地域防災力・減災力の向上が必
要です。

○災害発生時は、様々な市民が一時的に生活を共にするため、
災害に関する情報を迅速かつ正確に伝達するとともに、多様
な視点を取り入れた円滑な避難所の運営体制の構築が重要
です。



出典：新潟市（令和7年）

○令和7（2025）年新潟市の火災の約半数が建物火災
で、そのうち6割以上が住宅火災であり、火災原因は電気
関係が増加傾向にあります。市民の防火意識の高揚と事
業所における防火安全対策が重要です。

令和7年火災種別構成割合 令和7年建物火災内訳



（新規追加）
○過去の教訓を踏まえ、地震に起因する住宅からの出火および
延焼火災による被害を防止・軽減するための防災対策を推進し
ます。

（新規追加）
○年齢や性差などの多様な視点を取り入れた避難所運営を
促進します。

○避難所においてデジタル技術を活用することで、避難者情
報を迅速に把握するなど、避難生活の支援向上を図ります。

○能登半島地震など過去の災害から得られた経験と教訓
を踏まえ、防災意識の向上を図るとともに、防災教育など
を通し、家庭内備蓄や、ハザードマップによる自宅の災害
リスクの確認など、市民の自助による防災対策を推進し
ます。 

○避難スペースの確保に一層努めるとともに、発災当初
から円滑に避難所を開設・運営できるよう、地域住民、施
設管理者、行政職員の３者連携のもと、平時からの避難所
ごとの運営組織の結成を推進します。



緊急消防援助隊（令和6年能登半島地震）
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